
第三次
守谷市総合計画
基本構想

（作成資料）

令和3年4月28日（水）

R3.4.28
資料No.３



目次

１．第三次守谷市総合計画策定に際して

２．守谷市をとりまく社会環境の変化とまちづくりの方向性

2-1．守谷市をとりまく社会環境の変化

2-2．市民アンケート調査について

2-3．まちづくりの方向性

3．将来人口推計について

1



１．第三次守谷市総合計画策定に際して
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第二次守谷市総合計画

第三次守谷市総合計画

基本構想
・まちづくりの方向性
・守谷が目指す未来
・未来像の実現に向けて
・将来指標 ・土地利用

基本計画
・施策の体系
・施策の内容 ・成果指標
・計画の進捗管理

第
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期
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ち
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戦
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重点事項

市民意向の反映

施策の満足度、重要
度等について

将来のまち(市民)

将来のまち(高校生)

施策成果指標の
現状値把握

時代の潮流の反映
社会情勢等の変化

守谷市における変化

評価・検証

第二次計画における27
施策ごとの現況と課題

各課事務事業調査

・行政評価をベースに第二次計画の
各施策の成果を検証

・各施策の「完了」「継続」「見直
し」及び「新規事業」の別を検討

各課ヒアリング

・第二次計画の評価手法に
ついての検証

・第三次計画の将来像と施策、
事業について

将来フレームの設定

・人口推計と将来人口
・将来人口と連動した
財政見通しの設定

職員研修による総合
計画への理解の深化

①計画の評価・検証
と将来像

②成果指標の設定

■第三次総合計画に反映する基礎調査等は以下の通りです。



２．守谷市をとりまく社会環境の変化と
まちづくりの方向性
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２-１．守谷市をとりまく社会環境の変化
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1）人口構成の変化
人口減少とともに都市構造の課題が顕在化

2）自然災害・感染症
減災防災、自助共助の浸透、COVID-19の猛威

3）技術革新の進展
AIやロボットの進化、急がれるデジタル化

4）地方創生への取り組み
東京一極集中の是正に向けた地方創生の展開

5）暮らし・働き方の多様性
女性や高齢者の就業率の拡大、働き方改革の推進
二地域居住や移住など都市と地方と関係が深化

■10年間の全国的な変化 ■守谷市を取り巻く変化

1）人口構成の変化
人口は増加を維持、1.0を上回る財政力指数

2）自然災害・感染症
地域防災計画の見直し、ハザードマップ作成

3）技術革新の進展
Morinfoの開発、スマートシティの推進

4）地方創生への取り組み
『「住まう」まち・守谷』を掲げ事業を展開

5）暮らし・働き方の多様性
「子育て王国もりや」を推進
6）自治体SDGsへの取り組みの要請

■第二次計画策定後の10年間における全国的な社会情勢の変化と守谷市における変化について、
整理・分析を行いました。その概要（整理項目）を以下に示します。



人口減少とともに都市構造の課題が顕在化
■2008年をピークに人口減少社会へと転じ

出生率も低下。
■少子高齢化の進行により、地方自治体の

担い手が減少。
■高齢化により、医療・介護費を中心に社会

保障に関する給付と負担の差が拡大。
■住宅や店舗等の郊外立地が進み、市街地が

拡散・低密度な市街地が形成。
■全国的に空き家率が増加し、街並み景観へ

の影響や家屋倒壊等に懸念。
■労働人口の減少により、財政状況が厳しい

状況。
■拡散した居住者の生活を支えるサービスの

提供が困難となりコンパクトシティを推進。

▲日本の人口推移（内閣府）

▲空き家の種類別の空き家数。空き家率の推移（国土交通省）

■全国的な10年間の変化
1）人口構成の変化
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風水害・土砂災害
■地球温暖化の影響と考えられる、想定規模を上回る台風、大雨や集中豪雨等が近年頻発。
■内水氾濫、洪水氾濫による浸水対策が推進されている。

巨大地震
■東日本大震災、熊本地震を受けて、インフラ整備による防災対策に加え、防災教育や防災管理・組合
活動の充実等の自助・共助の考え方が浸透。

■首都直下型地震や南海トラフ地震の発生が高確率で予測されていることから、道路啓開計画の策定等
の災害対応に向けた準備や減災に向けた取組が実施されている。

新型コロナウイルス（ COVID-19 ）
■1月に日本人初の感染者を確認。感染確認から対策実施までの初動に時間を要した。
■R2.10.1には就業者数が前年同月比93万人減の6694万人となり10年10カ月ぶりの減少幅。

■全国的な10年間の変化 2）自然災害・感染症

防災対策
■インフラ施設の老朽化による二次災害が懸念されることから、効率的な維持管理が問題に。
■ハザードマップの作成や避難形態の整備、土地利用規制等の平時からのソフト対策の充実による防災
減災対策の推進がされている。

■大規模地震の際には、公助に限界があることから、自助・共助による災害被害軽減のための努力が必要
となる。

6



▲スマートシティのイメージ（国土交通省）

▲Society5.0のイメージ（内閣府）

COVID-19を契機に急がれるデジタル化
■デジタル経済をベースにした新しい技術革新

（ IoTやビックデータ、AI、ロボット等）が
近年急速に進展。少子高齢化・人口減少の進
行による人手不足への対策の1つ。

■COVID-19の流行を受け、行政のデジタル化
は10年遅れているとの指摘。
ポストコロナ社会を見据えたデジタル改革
が進められている。

■都市の抱える高齢者問題等の様々な社会的
問題に対し、最新のICT技術を利活用して
問題解決を図るスマートシティの形成が進め
られている。

■第5期科学技術基本計画において、我が国が
目指すべき未来社会としてSociety5.0が提唱。

■これまで分野別に動いていた情報が、
Society5.0等の実現により社会全体での
情報連携が可能となると考えられている。

■全国的な10年間の変化
3）技術革新の進展
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東京一極集中の是正に向け地方創生の取り組みを推進
■地方圏と東京圏における就労機会の格差、賃金収入の格差、利便性・生活の質の格差が生じる

ことにより東京一極集中が継続・進行している。
■国は、情報支援・人材支援・財政支援（三本の矢）を実施。まち・ひと・しごと創生総合戦略

では、以下の４つを目標に向けた施策を講じている。
・稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする。
・地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる。
・結婚・出産・子育ての希望をかなえる。
・ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる。

■地域経済においては、雇用・所得環境が
改善したものの、中小企業において人手
不足が深刻化。

■地域の優れた産品の輸出・海外展開による
アウトバウンド、東京オリンピック開催も
好機と捉えた訪日外国人の更なる拡大と
誘客によるインバウンドの好循環が重要と
なるもCOVID-19により不透明な状況。

■ 訪日外国人旅行者は、2019年に
3,188万人と過去最高記録を更新。

▲転入・転出推移（国土交通省）

■全国的な10年間の変化 4）地方創生への取り組み

8



▲産業別外国人労働者数（厚生労働省）▲在留外国人数の推移（国土交通省）

人手不足解消のための外国人労働者受け入れの推進
■企業の人材不足に対し、外国人受け入れのための

在留資格を創設「特定技能1,2号」。
■地方公共団体に対し、外国人材の受け入れに対する

支援制度を導入。
■在留外国人は1990年以降増加傾向であり、外国人

労働人口は2019年で166万人である。

■全国的な10年間の変化 4）地方創生への取り組み
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▲シェアリングエコノミーサービス規模推移（国土交通省）

▲シェアリングエコノミー事例
（一社シェアリングエコノミー協会）

多様化する価値とライフスタイル
■女性や高齢者の就業が拡大。女性の就業率

は約50％。共働き世帯は1000万世帯を突
破し、男性のみ働く世帯数の約2倍。

■労働力人口の不足を解消するため、
「働き手の増加」「出生率の上昇」
「労働生産性の向上」に向けた
「働き方改革」を実施。

■働き方改革を受けワークライフバランス
重視の傾向が強まるとともに、COVID-19
を契機としたテレワーク導入等が加速。

■働き方改革による時間的縛りの低減や
価値観の多様性によりライフスタイルが
多様化。

■インターネットを通じてモノや場所、
スキル時間を共有するシェアリング
エコノミーの進展。

■若者の価値観が変化（仕事より余暇、
モノよりコト消費、若者の●●離れ等）

■全国的な10年間の変化
5）暮らし・働き方の多様性
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▲新型コロナウィルスによる社会変化
（新エネルギー・産業技術総合開発機構技術戦略研究センター） ▲ふるさと回帰支援センター来訪・問い合わせ件数（国土交通省）

二地域居住や地方への移住など地方への関心や地方との関わり方が深化
■ふるさと回帰支援センターの来訪・問い合わせ件数が近年飛躍的に増加しており、地方移住へ

の関心が高まっている。
■COVID-19により、人々の生活様式が大きく変化。
■テレワークやサテライトオフィス、コワーキング

スペース等による居住地以外での働き方も変化。

■全国的な10年間の変化 5）暮らし・働き方の多様性

11



▲GIの効果 ▲新国富の概念

▲SDGsの17目標

求められる自治体SDGsの取り組み
■SDGsの基本的な考えは、バックキャスティング（未来を起点

に、あるべき姿から現在の施策を考える発想）である。
■SDGsは組織ごとに特性に応じた目標設定が可能であるため、

世界的な問題解消の枠組みであるSDGsを用いて地元の特徴を
生かした地域課題の解決につなげることが可能。

■自然の恵みを活用し、社会の課題解決や豊かさの創造につな
げる考え（環境保全は目的ではなく、手段）として、グリー
ンインフラ（以下「GI」）が推進されている。

■GIは、自然の多様な機能・仕組み
を活用した持続可能な社会への
実現を目指していることから、
SDGsへの取り組みに共通する
考えでもある。

■SDGsの達成度を測る新た
な指標として新国富指標
が採用。

■全国的な10年間の変化 6）SDGsについて
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▲守谷市の年齢3区分人口推移（統計もりや）
▼後期高齢者医療被保険者数及び費用額（社人研）

■守谷市の人口は年々増加しているが生産年齢人
口は停滞傾向、1世帯当たりの人数は減少傾向。

■直近の財政力指数は1.0を超えている。
■高齢化により、医療費及び後期高齢者医療費

は年々増加している。
■以下を目的とした立地適正化計画を策定し、

コンパクトシティの実現を目指した。
⇒当面続く人口増加に対し、守谷駅周辺への

都市機能集約を図り都市の魅力向上
⇒人口減少が始まりつつある住宅団地における

生活環境の維持に資する事業展開を目的

▲守谷市の人口・世帯推移（統計もりや）

■守谷市の10年間の変化
1）人口構成の変化
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風水害・土砂災害
■2015年の関東・東北豪雨において、全壊流出50棟、半壊・床上浸水4114棟であった。
■地域防災計画（風水害対策編）を10年ぶりに全面改定。（H31.4）

巨大地震
■ 2011年の東日本大震災において、県内死者数65人、住家被害（前回2,629棟、半壊24,374棟、
一部損傷187,656棟）と大きな被害を受けた。（守谷市震度5強）

■東日本大震災による福島第一原発事故の影響により、放射能汚染問題を抱えた。
■地域防災計画（地震災害対策編）を10年ぶりに全面改訂。（H30.4）

新型コロナウイルス（ COVID-19 ）
■ TXの乗降客数は日平均39.5万人であったが、R2.4月:22万人、8月:29万人と厳しい状況である。
■ 市独自の対応として、様々な対策を講じている。
子育て世代:子育て世代の生活支援、学習支援、小学校にマスク配布、除菌水配布
シニア世代:後期高齢者への商品券支給、高齢者支援、除菌水配布
全ての世代:全世帯対象に商品券販売、水道料金減免、マスク配布、除菌水の無料配布

■守谷市の10年間の変化 2）自然災害・感染症

防災対策
■洪水ハザードマップ、土砂災害ハザードマップ作成済み。
■市のまちづくり協議会は、全9地区で設立されており、各地区での防災対策を行っている。
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項目 実施内容

守谷野鳥のみち 市民ボランティア（観光協会）が中心となっ
て地元中学生や企業、市と一緒に木道を整備

利根川河川敷
クリーン作戦

市民、企業、学校、市が一体となって取り組
む清掃活動

公園まちづくり
団体助成事業

市民グループ、学校、企業等が公園や植樹桝
に花苗を植えたり、公園の維持管理を実施

保存緑地等事業 緑地を所有者の協力を得て保存緑地や樹木に
指定したり、取得して維持管理

市民農園事業 市が農地を借り上げ、利用者に貸し出し、農
業に親しみを持ってもらう

MGB
守谷グリーン

ビール

グリーンカーテンとしてホップを栽培し地
ビールを製造・販売、売り上げの一部をGI推
進に使用

▼守谷版GIのこれまでの取り組み（抜粋）

▲守谷市のGI・ICTのこれまでの取り組み（国土交通省抜粋）

■新しい市政情報や市民生活の利便性を向上させる内容が掲載されているMorinfoを開発。
■市内10箇所に超高密度気象観測システムPOTEKAを導入し、市内の気象情報がリアルタイム・

ピンポイントで入手可能となった。
■市の有する水・緑といった自然資源（グリーンインフラ）をバックグラウンドとした都市の魅

力向上＆スマートシティ化により、持続可能な住みよいリバブルシティの実現を目指している。
■守谷版グリーンインフラでは、守谷野鳥のみち、利根川河川敷クリーン作戦、公園まちづくり

団体助成事業、保存緑地事業、市民農園事業、守谷Green Beerをこれまで取り組んできた。
■全国で初となるグリーンインフラ推進に向けた包括連携協定を締結。（2017）

■守谷市の10年間の変化 3）技術革新・SDGs・GI
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▲守谷駅東口私有地利活用事業範囲
（守谷駅東口私有地利活用基本計画）

■守谷市ではまち・ひと・しごと創生総合戦略では、以下の４つを戦略分野として掲げている。
１.結婚・出産・子育ての希望をかなえる環境を創る
２.“住まう”場としての魅力を高め

U・I・Jターンを創る
３.安定した生活を支える就労環境を創る
４.将来にわたって持続可能な新しい「まち」

を創る
■上記４つの実現に向け、具体的に以下の

事業を実施。
・学生が輝くまち再生プロジェクト
・農が繋ぐまち地域資源連携推進プロジェクト
・守谷駅東口市有地利活用事業
・野鳥の森散策路と鳥のみち協働推進プロジェクト
・ママが活躍するまちプロジェクト

■「子育て王国もりや」の実現に向けた
学校教育改革プランが全国の優良事例として
文部科学省で紹介。（2020）

■外国人人口は年々増加しており、
R1年度では1000人超。（H25:733人、
R1:1036人） ▲農が繋ぐまち地域資源

連携推進プロジェクトの朝市
▲野鳥の森散策路と鳥のみち

連携推進プロジェクト

▲守谷駅東口市有地利活用事業範囲
（守谷駅東口市有地利活用基本計画）

■守谷市の10年間の変化
4）地方創生・暮らし方・働き方の多様性
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■さらに直近の社会情勢を見渡すと、COVID-19による影響をはじめ目まぐるしく変化しています。
■この状況を踏まえ、守谷市で取り組むべき重点事項を検討していくことが必要です。

▶近年特に変化が著しい分野

17

イノベー
ションの
促進

・企業間連携・産学連携による
オープンイノベーションの推進

・担い手となる人材の確保

産業にお
ける成⾧
戦略

・デジタル・バイオ・マテリアル・
エネルギー・環境等、今後重要度が
増す分野の重点化

・企業のDXの推進と高度なAI・IoT人材
の育成

交通基盤
の整備

・安全・安心な交通基盤の整備
・予防保全によるインフラ管理の最適化、

AI・DXの活用

農業振興
・高収益作物などの生産振興、高付加価

値化
・半農半Xの新たな取り組み、新規就農

者の確保

環境・エ
ネルギー

・「2050カーボンニュートラルに伴う
グリーン戦略」の推進

・脱炭素化への理解促進
・グリーンインフラ・Eco-DRRの推進

COVID-19の影響
●新しい生活様式、ソーシャルディスタンス
●テレワークの拡大と需要を増す通信基盤
●住み替えにおける「広さ」重視の傾向
●オフィス縮小、メインとサテライトの使い分け
●教育分野における対面・オンラインの

ハイブリット型の必要性
●シェアリングエコノミーの活用
●都心住民の地方移住への関心の高まり
●収入の減少とワークライフバランスの変化
●企業活動・人流・物流・インバウンドの低迷

デジタルとリアルを融合させた、きめ細やかで利便性の
高い豊かな社会の実現

アクティブシニアや女性を含む、働きがい・生きがいの
実現

環境・エネルギー分野、コンパクト＋ネットワークによる
持続可能な地域づくり

□今後のニューノーマルへの対応が課題□各分野におけるキーワード

□求められる社会



2-２．市民アンケート調査について
計画への市民意向の反映のため、各種市民アンケート調査を実施しています
・今回の「第三次守谷市総合計画」「第２期総合戦略」の策定にあたっては、これまでの計画策

定プロセスを踏まえて、「施策の満足度・重要度」、「将来のまち」、「施策成果指標の現状
値把握」に関するアンケート調査の実施を行いました。

・また、パブリックコメントの実施や若い世代の団体（JC等）との意見交換など、アンケート調
査以外の手法についても検討しています。

調査名 調査時期 調査対象 回収想定 主な調査内容（案）

施策の満足度、重
要度等についての
市民アンケート

令和2年
（2020）10
～11月

住民基本台帳
登録の18歳以
上の市民
3,000人

回収:1,401
回収率:46.7％
※郵送調査

・守谷市の住みやすさ
・守谷市を住みよいと感じる理由（強み）
・これからの守谷市の目指すべき姿
・第二次総合計画の施策に対する満足度と重

要度

将来のまち
市民アンケート

令和3年
（2021）2月

住民基本台帳
登録の18歳以
上の市民
3,000人

回収:1,291
回収率:43.0％
※郵送調査

■主に総合戦略
・現在のお住まいの状況や生活行動場所
・ “住まう”場に関すること
・出産・子育てに関すること
・働き方に関すること
・展開施策の現在の満足度、今後の重要度
・これからの守谷市の目指すべき姿 等

将来のまち
高校生アンケート

令和3年
（2021）1月

県立守谷高等
学校の在校生(
約680人)

回収:626
（うち守谷市在住者170）

回収率:92.9％
※学校配布・回収

■主に総合戦略
・現在のお住まいの状況や生活行動場所
・将来住みたいまち
・結婚観・子どもの希望
・就職等の希望
・守谷市が目指すべき姿 等

施策成果指標の
現状値把握の

市民アンケート

令和3年
（2021）6月
頃(予定)

住民基本台帳
登録の18歳以
上の市民
3,000人

想定回収:1,350
想定回収率:45％
※郵送調査

■第三次総合計画基本計画（案）の施策の成
果水準を把握

■:施策の満足度・重要度 ■:将来のまち ■:施策成果指標の現状値把握 18
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1）人口減少社会においても若い世代に住みたいまちとして
選ばれ続ける魅力づくり

日本の総人口は平成20年をピークに減少に転じ、人口減少社会へ突入しまし
た。守谷市では未だ人口増加を保っていますが、すでに15歳以上65歳未満の
生産年齢人口は停滞しています。今後必ず訪れる人口減少や少子高齢化によっ
て、税収の減少、医療・介護等の社会保障負担の増大、地域の担い手の減少な
ど、様々な影響が懸念されます。そのためこれまで取り組んできた「子育て王
国もりや」に引き続き、経済的にも安心して子どもを産み育てることができる
支援体制や環境づくりを進め、若い世代の移住・定住を促し将来にわたって活
力あるまちを目指すことが必要です。また、「いきいきシニア王国もりや」の
実現として、高齢者にとって生きがいのある心身ともに健康的な暮らしの確保
も急務といえます。
さらに都心へのアクセスの良さと豊かな自然環境をあわせ持つ守谷市は、そ
の強みを最大限に活用し、守谷駅周辺への都市機能の集約や、人口減少が始ま
りつつある住宅団地において生活環境を維持するための事業を展開するなど、
住みたいまちとして選択されるためのコンパクトで新しいまちの魅力づくりが
求められています。

■社会情勢の変化、市民アンケートにおける満足度評価等を踏まえ、守谷市におけるまちづくりの方
向性を検討しました。



２-3．まちづくりの方向性

20

2）住民が主役の自立した地域づくりによる
質の高い生活の確保

わたしたちが日常生活のなかで当たり前のように利用している住民サービス
は、人口減少による市税収入の減少やニーズの多様化などの時代の変化の中で、
改めて選択と集中の判断が求められる局面を迎えています。

これからは、行政が住民サービスに責任を持つ役割を担うことを基本としつ
つ、住民と行政とがお互いの責任と役割を認め合いながら、対等なパートナー
シップに基づくまちづくりを進めていく必要があります。そのためには、地域
をよく知っている住民が主役となって暮らしの中の問題を解決できるよう、引
き続き最も住民に身近な自治会や町内会をはじめ、各種まちづくり団体等の自
立した地域づくりへの活動の支援が求められます。そして住民一人ひとりが自
ら住む地域を良くしようと考え、参加し、支え合う自立した地域づくりの実践
が重要となります。

さらに、民間企業や大学・研究機関などの協力を得ながら、より充実した新
たなまちづくりへの展開を図っていくことが求められます。
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3）超スマート社会の到来に向けたデジタル技術活用の推進
かつての平成の30年間で、インターネットや携帯電話を中心とする情報通信

技術（ICT）の進化とデジタル経済の進化により、世の中の仕組みや人々の価
値観、行動様式は大きく変化しました。令和の時代を迎え、IoT（Internet of
Things）の普及に伴い、膨大なデータ（ビッグデータ）の生成とAIを介した
分析・活用による新たな価値の創造が進んでいます。さらに今後は、超高速・
多数接続・超低遅延の特徴を持つ第５世代移動通信システム（５Ｇ）の普及等
により経済・社会のデジタル化の加速度的な進展が見込まれています。

守谷市では、「ICT の浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化
させること」とされるデジタル・トランスフォーメーション（DX）を進める
ため、令和3 年4 月に新たにデジタル戦略課を設置し、まちづくりの課題を先
進的なテクノロジーの活用で解決するスマートシティの実現にも取り組もうと
しています。さらにこれからは自動運転やキャッシュレス、遠隔医療、遠隔教
育、テレワークなど、暮らしを支える様々な最先端のサービスを実装した
「スーパーシティ」の実現が期待されることから、守谷市においても超スマー
ト社会への変革を推進していく必要があります。
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4）さまざまな危機に備えることができる
安全安心で強靭な社会の実現

今後、首都圏直下型地震や茨城県南部地震が非常に高い確率で発生すること
が予想されており、また一方では想定規模を上回る台風の襲来や集中豪雨等に
よる水害が頻発していることから、守谷市では各種インフラ整備による防災対
策や、市民の防災意識を高め自主防災組織の重要性を広めるとともに、防災訓
練の実施等による防災・減災への意識啓発を行ってきました。さらにこれから
は、災害が身近で起こりうるとの認識のもと、あらゆるリスクを見据えつつ、
人命を守り、経済社会への被害が致命的にならないようにする「強さ」と、受
けた被害から迅速に回復する「しなやかさ」をもった、安心・安全な地域づく
りを実現するために、地域社会が一体となって取り組んでいくことが必要です。

さらには令和2年1月に日本人初の感染者が確認された新型コロナウイルス感染
症（COVID-19）は、世界中で多くの犠牲者を出し、我が国においても医療体
制のひっ迫や経済の低迷、生活様式の変化をもたらしました。過密の解消、働
き方や住まい方の変化などを踏まえ、新しい生活様式へ対応したまちづくりが
求められています。



①安全・安心に
暮らせるまち
（生活環境）

■1）～4）の方向性を踏まえまちづくりを進めるにあたり分野横断的な施策展開が必要といえ
ます。そこで現行計画の施策分野を3つに統合して連携による取組を強化し、効果を高めます。

②健やかに
暮らせるまち
（健康福祉）

③こころ豊かに
暮らせるまち
（教育文化）

④快適に
暮らせるまち
（都市基盤）

⑤活力に
あふれるまち
（産業経済）

⑥みんなで
築くまち

（市民協働）
⑦信頼に応える

行政経営
（行政経営）
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3．将来人口推計について

・現行計画と同様の条件で、基準値を最新にした人口推計を実施しました。
・本市の人口は2030年で約73,000人をピークに今後減少見込みです。
・人口推計の条件設定の根拠として、新たな地区開発、子育て支援や働きやすさの創出等のプロ

ジェクトを展開することで、転入増による人口の増加などが考えられます。

▲現行計画における人口見通し ▲R2年度算出結果（H27人口ベース）
※住民基本台帳よりR2.10時点の松並青葉地区の人口増加(約4000人)を2020年推計結果に合算

現行計画と同様の条件で実施したもの→
今後の重点プロジェクトの設定を踏まえ、人口動向に対する条件を設定し、確定

ピーク人口
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